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本課題の目標
太陽光エネルギーの化学エネルギー変換
（人工光合成）の高効率化に貢献



国内の発電電力量の推移
（経産省資源エネルギー庁資料）

出典： 平成25年度エネルギー白書
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第
１
章

42％（10電力平均）となっており、最新鋭の1,500℃
級コンバインドサイクル発電では約53％（HHV32）
の熱効率を達成しました。
石油による発電は第一次オイルショック以降、
1980年代前半は、石油代替エネルギーの開発・導入
等により減少基調で推移しました。1984年以降、一
時的に増加傾向に転じましたが、原子力の新規運転開
始・高稼働等により、ベースミドル電源からピーク
対応電源へと移行しており、その発電電力量は著しく
減少しました。2012年度の石油等の火力発電電力量
は、1,718億kWh、1973年との比較では、約6割の
水準となりました。2011年度以降、原子力発電所の
稼働率の低下等を補うため、短期的に石油火力の発電
量が上昇しています。
水力は、戦前から開発が始まり、大規模な水力発
電所はほぼ開発されており、発電電力量は、横ばい
の状態が続き、2012年度の水力の発電電力量は787
億kWh、1973年度に比べ、1.2倍の水準となりまし
た（第214-1-6）。

（3） 価格の動向
電気料金は、オイルショック後には当時石油火力
が主流だったこともあり急上昇しましたが、その後
は低下傾向となりました。1994年度から2007年度の
間において、単純比較では約2割低下しました。
2008年度では、上半期までの歴史的な原油価格の高

騰や、原子力稼働率の低下による、火力発電比率の
増加なども相まって、電気料金が比較的大きい幅で
上昇しました。2009年度では原油などの燃料の価格
が落ち着きを取り戻し、電気料金が2007年度水準に
回復しましたが、2011年度以降は火力発電所の稼働
増、燃料価格高騰により、再び電気料金が上昇しま
した（第214-1-7）。
事業者の効率化努力の及ばない燃料価格や為替レー
トの影響を外部化することにより、事業者の経営効率
化の成果を明確にし、経済情勢の変化を出来る限り迅
速に料金に反映させると同時に、事業者の経営環境の
安定を図ることを目的とし、1996年1月に燃料費調
整制度が導入されました。この制度は、原油・
LNG・石炭の円建て輸入価格に基づき平均燃料価格
を算出し、基準平均燃料価格からの変動分を基に、料
金改定時で電気料金を自動的に調整する仕組みとなっ
ています。2009年5月に、燃料価格の変動をより迅
速に電気料金に反映させるために、制度が見直され、
料金反映までの期間を1か月短縮し最短である2か月
とした上で、3か月分の平均燃料価格を毎月反映する
仕組みになりました。

2．ガス
（1） 全体
我が国のガス供給の主な形態には、ガス事業法で規
制されている〔1〕一般ガス事業（いわゆる「都市ガ

32　HHVとは高位発熱量（Higher Heating Value）の略

【第214-1-6】発電電力量の推移（一般電気事業用）

（注） 1971年度までは9電力会社計。
出典： 資源エネルギー庁「電源開発の概要」、「電力供給計画の概要」を基に作成
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原子力
1.7%

石油等
18.3%

LNG
42.5%

揚水
0.9%

石炭
27.6%

一般水力
7.5%

新エネ等
1.6%

2012年の化石燃料の比率
18.3 + 42.5 + 27.6 = 88.4%



我が国の環境エネルギー技術の世界への貢献
（CSTP資料）
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章

る等、我が国は、世界そしてアジアの拠点として、
研究協力や研究者の交流を実施しました。

において8つの核融合協力実施取決めを結ぶと共に
IAEAの核融合協力に関する活動にも積極的に参画す

C O L U M N

「環境エネルギー技術革新計画」
我が国としては、優れた環境エネルギー技術を短中期、中長期と切れ目なく開発を進め、世界に普
及することにより、世界全体での温室効果ガスの大幅な削減やエネルギー需給の逼迫等の課題の解決
に貢献していくことが重要です。このような課題の解決の実現には、既存技術の向上・普及だけでは
限界があることから、中長期的により革新的な技術の開発を推進する必要があります。
切れ目なく優れた技術の開発・普及を推進すべく、最新の知見を踏まえて技術レベルの在り方を提示
する技術ロードマップを示す観点から、2013年9月に総合科学技術会議において、「環境エネルギー
技術革新計画」が改訂されました。具体的には、革新的技術の着実な開発と普及の具体化を図るため、
①短中期・中長期に開発を進めるべき革新的技術の特定、②技術開発を推進するための施策の強化、③
革新的技術の国際展開・普及に必要な方策についてまとめました。
①については、「革新的技術」として37の技術を特定しました。具体的には、短中期（2030年頃
まで）に開発する技術として、生産・供給分野（高効率石炭火力、高効率天然ガス火力等）、消費・需
要分野（次世代自動者、革新的構造材料等）及び流通・需給統合分野（燃料電池、高性能電力貯蔵等）
における技術と、中長期（2030年頃以降）の実用化を目指す技術として、二酸化炭素回収・貯留
（CCS）や人工光合成等の技術を特定するとともに、これらの技術について、「いつまでに」、「どのレ
ベルまで」、技術を向上させるのかを時間軸に沿った指針として示す形で2050年までのロードマッ
プを策定しました。
また、②については、研究開発投資の促進や革新的な技術のシーズ発掘について、③については、
二国間オフセット・クレジット制度（JCM）の推進、国際標準化の活用促進、公的資金の戦略的活用
等の方策についてまとめました。

【第371-1-1】我が国の環境エネルギー技術の世界への貢献

出典： 総合科学技術会議作成資料



天然の光合成に学び、
「人工の光合成」実現に向けて

水分解と酸素発生

二酸化炭素還元と
化学エネルギー変換



太陽光エネルギーの有効利用に向けた取組み
人工光合成

水分解

化学エネルギー変換



エネルギー変換効率は
光励起後の電荷分離状態の安定性が決める！

基底状態
D-A

励起状態
(D-A)*

電荷分離状態
D+-A-

• 電荷再結合
• 発光
• 熱緩和

光触媒反応
均一系溶液光触媒
（主に金属錯体溶液）

不均一系固体光触媒
（酸化物、窒化物など）



人工光合成のための光触媒開発
その特徴と解決すべき課題
（均一系溶液光触媒）

[Ru(bpy)3]2+

Ru e-h+
酸化反応 還元反応

2H2O

O2
CO2

CO

【課題】

• 過渡的な電荷分離状態にある光触媒の電子状態、構造情
報の解明



人工光合成のための光触媒開発
その特徴と解決すべき課題
（不均一系固体光触媒）

【課題】

• 過渡的なキャリア分離・再結合機構の解明と、より効率的
なキャリア分離の実現



アプローチ
電荷分離状態にある光触媒の過渡的な構造・

電子状態情報の解明に向けて

• レーザー光と放射光の連携による光反応ダイナミクス精密計測
プラットフォームを形成する

• 触媒化学、光化学、材料科学分野の研究者との緊密な協力体
制の下で、レーザー光・放射光を用いた共同研究を推進する

硬X線
時間分解構造解析

軟X線
時間分解電子状態解析

フェムト秒・テラヘルツ

時間分解解析

PF-AR (6.5GeV)

PF(2.5GeV)

UVSOR、コンパクトERL



研究体制

井上G（首都大学東京）
CO2還元光触媒、水分解光触媒の開

発と評価
（均一系溶液触媒）

石谷G（東工大院・理）
時間分解X線解析法を用いた人工光

合成反応の機構解明
（均一系触媒・不均一系触媒）

大友G（東工大院・工）
電子構造・界面反応設計に基づく光
触媒・半導体光電極材料の開発

（不均一系固体触媒）

木村G（大阪大・分子研）
コヒーレント・テラヘルツ放射光，逆光
電子分光法による光ダイナミクス研究

足立G（KEK）
PFおよびPF-ARの放射光X線を用いた光ダイナミクス研究
コンパクトERLによるコヒーレントTHz放射（本田）、
極短周期アンジュレータ光源開発（山本）

H2O分解、CO2還元H2O分解 H2O分解、CO2還元

①KEK内部の装置開発
X線時間分解測定

③Re触媒の
不可逆反応の

実時間観測

④Ru-C3N4複合
触媒の反応観測

⑤薄膜半導体
触媒の実時間

観測

②UVSORのCSRテラヘルツBLを
利用した光触媒の計測



コンパクトERLからのコヒーレントTHz光発生
Coherent	Transition	Radiation	(CTR)	（本田）

CTR干渉計
• cam18のOTRポート(外側向き)
• 原理
• 1/γの発散角のOTRをパラボラミラーで平行化
• マイケルソン干渉計で光路差をスキャン
• 広帯域の検出器で測定
• ダイオード検出器(QOD)
• 帯域100~1000GHz　(アリシェフから借用)

CTR干渉計
• cam18のOTRポート(外側向き)
• 原理
• 1/γの発散角のOTRをパラボラミラーで平行化
• マイケルソン干渉計で光路差をスキャン
• 広帯域の検出器で測定
• ダイオード検出器(QOD)
• 帯域100~1000GHz　(アリシェフから借用)

1/γの発散角のCTRをパラボラミラーで平行化
マイケルソン干渉計で光路差をスキャン



励起状態にある光触媒の過渡的な構造・
電子状態解明に向けて

（UVSOR-IIIのコヒーレント・テラヘルツ光源） （木村）
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極短周期アンジュレータによる低エネルギー電子
ビームからの高エネルギー放射光の発生（山本）1. Target & Circumstances 

In-vac Us (λu=4cm)  
@ 6.5GeV PF-AR (since 1989) 

Gap=10mm 
 

Hard x rays by shorter λu & lower (1st ) harmonics @ lower energy LS 
 

In-vac Short Gap Us (λu=1-2cm)  
@ 2.5GeV PF (2003-08) 

Gap=4mm 

Other institutes: 3G LS (ESRF, APS, SPring-8):  In-vac Us (λu~several cm)  
   Compact 3G LS:   In-vac Us (λu~2 cm) 

λu=12mm 

 In KEK we constructed the In-Vac Us to reduce the period length:  
 
 

World’s first in-vacuum
undulator (λu=4cm)
@	6.5GeV	PF-AR	
Gap=10mm	

1989 2016

In-vaccummicro-undulator
(λu=4mm)

革新的研究開発推進プログラム(ImPACT)で
技術活用



Pt TiO2

検出光2 ~ 6 eV

励起光 3.6 eV

Pt-TiO2界面の
バンドベンディングと
キャリアダイナミクス

光励起 (fs)

電荷分離
(100 ps ~ 1 ns)

バンドベンディング
の緩和 (100 ps)

時間分解レーザーPEEM装置開発と
電子ダイナミクスの直接観測(福本)

東工大・大友Gとの共同研究



レーザー・放射光融合計測における
PF-ARとSACLA	の相補的利用 (野澤)

Circulation	pump

Reservoir	

Ar gas	flow

Solar	slit	&	filterPlastic	Scintillation
Counter

Poly-capillary	lens

Pulse	laser

Pulse	
X-ray

Glass	capillary
0.1mmΦ

X-ray:	30(H)×28(V)	 	µm
Laser:	61(H)×58(V)	 	µm

X線のビーム面積を約1/100まで
絞ることができるようになった。

→
レーザー光の1パルスあたりの
パワーを下げて、繰り返しを上げ
ても、レーザービーム径を絞れば
同じ励起効率を実現できる



均一系光触媒における動的研究

S0_r	
(Å)

S0_σ2	

(Å2)
T1_r	
(Å)

S0_σ2	

(Å2)

Re-C1,2 1.90 0.003 1.92 0.083

Re-N1,2 2.16 0.005 2.11 0.015

Re-P1,2 2.43 0.004 2.55 0.005

e-

dm
b

(N
1,
2)

P(Ph-CH3)3	:	(P2)

P(Ph-CH3)3	:	(P1)

CO
:	(C

1,2 ,O
1,2 )

レニウム錯体における
電荷移動状態（τ = 100 ps）の構造変化

Increase
Decreas
e

S0

S0

Ｔ１

Ｔ１

東工大・石谷Gと
の共同研究
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